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令和 2年度  

.  

は、人 の らしや地域のあり方が 化している中、地域に生きる一人 とり

が 重 、 な経 で社会とつながり参画する とで、 の生きる力や 能性を

に できる「地域 生社会」を目 す、としています。 

また、世田谷区では、ま づくりセンターに福祉の相談 を設置し、区民に

な地区で な相談を受けるとともに、福祉のま づくりを進める「地域 の

地区 」を推進しています。 

うした や世田谷区の動きは、地域の な福祉的課題に対し、公的サー スと

ともに地域の住民や 、事業者等との連携によって解決してい うという地域福祉

の 念を 化していくものです。 

世田谷区社会福祉協 会（ 、本会という）は、地域福祉の推進を図る とを目

的とする であり、 の役割と 任は 重いものとなっています。 

うした のもと、本会の令和 2年度 営方 を定めます。 

 

. 令和 2 年度     

（ ） の  

成 30 年度に策定した世田谷区社会福祉協 会経営改革計画（「財政収支の改善」

「人 育成」「事業・組織の見直し」を 3 本の とする）に基づき、社協改革を着実

に進めていきます。 

「財政の健全化」では、財政健全化計画に基づき、 的な事業 行に めるとと

もに、新たな会計システムを活用し、 行状況の見える化を図りながら財政 を強

化します。 

「人 育成」では、引き続き、コミ ティソーシ ワーク や事 検 を

て、職員の相談支援や地域づくりの専門性を めていきます。 

「事業・組織の見直し」では、地域福祉中期事業計画に基づき、 事業の進行

を行うとともに、事業評価制度を確立し、事業や組織のあり方について検 を進め

ていきます。 

（ ） の  

組織 営の 化と地域・地区の相談支援 制を強化するため、組織及び事務

の一 を見直します。 

所 課 とに行っていた支 業務の一 を 務課に するとともに、新たに経営

を設置して、会計、 、 等の専門性を向上 せ、 課へのバック ップ機能

を強化します。 
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2 

地域事務所には、事務専任職員を配置するなど、地区担当職員が相談支援や地域づ

くりに専念できる環境を整備していきます。 

また、働き方改革に対応して、「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保」に向け、

非常勤職員の人事・給与制度の見直しを行います。 

 

（３） 事業の充実 

地域福祉中期事業計画で設定した 3つの重点的な目標に基づき、地域の福祉的な課

題の解決に向けて事業の充実に取り組みます。 

「セーフティネット機能の充実」では、住民の支えあい活動の推進や、成年後見制

度の普及、生活困窮者等への支援の充実、災害対策の強化等に取り組みます。 

「子どもと子育て家庭の支援の推進」では、子ども食堂の支援や、子育てサロン、

ファミリー・サポート・センター事業、子どもの学習支援等を充実していきます。 

「新たな支えあいや地域のネットワークの充実」では、住民の地域活動への参加促

進や、社会福祉法人との連携した地域貢献活動の推進、福祉学習の充実等に取り組み

ます。 

 

３. 令和 2 年度の予算 

令和 2 年度の当初予算は、収入は１，５３９，２２９千円と前年度（１，５２５，

６４７千円）比０．８９％の増となり、支出は１，５１８，７２６千円で前年度   

（１，５０５，１４４千円）比０．９０％の増となりました。 

事業活動の収入では、生活困窮者自立相談・支援や成年後見制度利用支援に関する

受託事業の充実や、働き方改革への対応に伴い、区からの補助金や受託金が増えてい

ます。 

一方支出では、事業充実のための職員増や、非常勤職員（地域福祉支援員及び専門

員）への期末手当の新設により人件費が増えています。 

また、施設整備等による支出では、令和元年度は、基幹サーバーや会計システム、

パソコンの入替経費を計上していましたが、令和 2年度は固定資産等の入替・購入を

予定していないため減となっています。 

事業活動と施設整備等による収支合計は、令和元年度に引き続きプラスとなってお

り、財政収支の改善により、収入不足を前提とした予算編成から脱却しています。 

令和 2年度は、社協改革に着手して 3年目となります。社協改革の進捗状況を適切

に評価検証し、健全な経営と組織力の強化、職員の専門性の向上を図り、本会が世田

谷区において地域福祉を推進する中核的な役割を果たせるよう、組織一丸となって取

り組んでまいります。 
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事業   

事業区分 

Ⅰ 事業拠点区分 

１ 事業サービス区分 

（１） 事業  

 

① 事  

 の 機 としての 要 を する を する。また、

要に応 て ・ を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 3  4  3  4  

数 3  3  3  3  

・

数 
要に応 て 要に応 て 1  - 

 

  

 計画 に き、 を め、 や 協・ 協等 部

を し、 や を 。また、 ュ ーシャ ーク

や を て、 の や地域 りの 性を める。 

 

   

 地 や 等の災害時に に対応できるよ 、 業 計画 BCP の を

とともに、 の や 等との に て する。 

 

 サービス   

 業の利 者や住民から られる ・ 見等に対する改 や対応 を

する ー ス 上 を し、 業の な と ー スの の 上を

る。 
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 区  

 地域福祉 動の な である に て、地域福祉 進 など住民の協

力により、6 から 9 を とし、 を 。 

福祉 ベン や SNS等での 動を し、住民や ・企業等に 等

の や を見える して、 に対する と を得る。また、 業の

PRや地域 動 の 等に協力 た ける や企業等の を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 42,000  45,500  41,135  41,719  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

  

 な と地域・地 の を する から、一部 の

を るとともに、 計、 整 、シス 等の を する

を設置する。また、住民 ー スの 上と の に け、 共 シス

の 築を する。 

 

 事 ス  

 ・ 等の 業 の を るため、 年度 した 計シス と

動する ・ シス を する。 
 

 

 

 

 

 

（ ） 事業   

 

①  

地域福祉 業計画に き、 要 業の進 を とともに、 業

度を 築する。 

また、 な動 や たな 度、 な 動に て、 収 を 、地域

福祉に する企画・ を実施する。 

 

 動 

協 ックや 協 ュース、地域 協 よりの に え、 ー

ー や ス ック等の SNS、 など な を し、

の を 。 

地 協 よりや たがや福祉 、 ー ンなどを して、

動 の や ・ ベン 等の を とで、 の と を

め、地域福祉 動 の 画を す。 
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力により、6 から 9 を とし、 を 。 

福祉 ベン や SNS等での 動を し、住民や ・企業等に 等

の や を見える して、 に対する と を得る。また、 業の

PRや地域 動 の 等に協力 た ける や企業等の を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 42,000  45,500  41,135  41,719  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

  

 な と地域・地 の を する から、一部 の

を るとともに、 計、 整 、シス 等の を する

を設置する。また、住民 ー スの 上と の に け、 共 シス

の 築を する。 

 

 事 ス  

 ・ 等の 業 の を るため、 年度 した 計シス と

動する ・ シス を する。 
 

 

 

 

 

 

（ ） 事業   

 

①  

地域福祉 業計画に き、 要 業の進 を とともに、 業

度を 築する。 

また、 な動 や たな 度、 な 動に て、 収 を 、地域

福祉に する企画・ を実施する。 

 

 動 

協 ックや 協 ュース、地域 協 よりの に え、 ー

ー や ス ック等の SNS、 など な を し、

の を 。 

地 協 よりや たがや福祉 、 ー ンなどを して、

動 の や ・ ベン 等の を とで、 の と を

め、地域福祉 動 の 画を す。 

5 

 事業サービス区分 

（１） 区 動 事業    

 

① 区  

 28の地 福祉協 の を 、 業や ベン の を 、地

に ける住民 による福祉のま りを 進する。 

    

 ー ー 事業（ 事業） 区  

ま り ン ー・あ し す やか ン ーとの 者による を として、

上の を えた の に り 。また、 えあ を とした地域

りを 進する。 

 

 地域 の と地域 りの 進 

・ の 上の を えた の実 の と  

・ の 上の を地域に ける として え を す地域 り 

・地 に ける見 り ッ ークの ・ 進 

 ー ー 機 業  

・地域・地 の福祉 な の に けた 協 の  

 1 協 ・・ 、2 協 ・・28地  

・地域福祉に る 等との ッ ークの 築 

・地域 動の見える と 動 等の の 進 

 の 性の 上 

・ 協 の による 力の 上を とした の実施 

 

 サ ー ー 動 （ 事業）  

 からの地域との ながりをもとに、 災時に て、要 者等 の

や ー を 災害福祉 ー ーの 者の と、要 者等の を め

るための の機 を設ける。 

    

 ー 事業 

 に 部のある 36の 福祉 による地域公益 動協 の を 。

福祉 の ッ ーク や地域に ける公益 な 動を 進するため、

や を し、施設による ス ースや の 等が れた

っ得 を して、住民の地域 動を する。 

  

 NPO  

 の地域福祉 動に する NPO の する協 の を 。

NPO 等の ッ ーク 動を し、 に る の ・ や

ー スの を す。  

5
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（ ） 動事業      

 

①  

 地域に て、地 福祉協 動に する や地域福祉を り

の共 見 等を 、住民 による福祉のま りを 進する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 15  15  15  16  

※地域 で年3 する。 

 

 区  

 地域 えあ 動 の利 の や、住民が地域 動に する機 とな

るよ 、地 での や を実施する。 

 

 事業         

 災・ 害等で 災した住民に対し、 の一 となるよ 災害見 金を する。 

 災 、 とも   に き 10,000  

 害 上 上    に き 5,000  
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（ ） 動事業      

 

①  

 地域に て、地 福祉協 動に する や地域福祉を り

の共 見 等を 、住民 による福祉のま りを 進する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 15  15  15  16  

※地域 で年3 する。 

 

 区  

 地域 えあ 動 の利 の や、住民が地域 動に する機 とな

るよ 、地 での や を実施する。 

 

 事業         

 災・ 害等で 災した住民に対し、 の一 となるよ 災害見 金を する。 

 災 、 とも   に き 10,000  

 害 上 上    に き 5,000  

   

  

7 

（ ） 動 事業    

 

① 動 ー   

 者、 害者、 て の などの もり 、 立 や 進を る

ために、住民 による れあ ・ き き ン 等の りを 進する。 

 の立 上げ や などの ス、 や たな 地

ー ー等 の と 動の ッ ン を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

れあ ・ き き 

ン数 
690  670  662  650  

( 、 て ン数) 100  100  93  92  

えあ 数 81  81  74  76  

   

   

 ども の として、 や などの や たがや ー

による の提供、 ・ レ ー対 などの を実施する。 

 また、 の や 機 との ッ ーク り、 ども ー レッ

を した に り 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

金

数 
33  28  24  18  

えあ 動 利

数 
38  30    

たがや ー

利 数 
35  25    

 

 ー 事業   

 ・ ク 部 と し、 から提供

れる を、 ども をは めとした地域 動 に する とにより、

スの減尐 地域 動 の を実施する。 の 、 、 等  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実績( )   764.5kg 620kg 

※ ー の収 は で ため、 料 の実績を する。 

 

 SOS ー   

 になっても して らす とができるよ 、 者等の な

どに え、住民等と した 見や に り 。 

 見協力者の や、 を実施するとともに、 業者等の協力を得て、

業の PRを実施する。 

 

7
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 ー SOS ッ ーク 

者等の 時に、 見協力者 として して る住民に ー を

、 見に り 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

見協力者数 650  600  560  548  

利 者数 75  70  65  50  

 

 ま なか SOS ッ ーク 

っと ー ーとして した住民が、 の で、 と れる 者

の 見・ を 、 等に なげる。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

っと ー ー数 190  190  146  147  

 

    

 地域福祉の一 の 進を る とを に、 な福祉 動の や 等を

て、地域福祉 進 等の あ の機 として する。 年 1  

 

 動拠点   

 23 の地域 えあ 動 を に し、 えあ 動 等が利 しやす

動 の整 を る。 
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 ー SOS ッ ーク 

者等の 時に、 見協力者 として して る住民に ー を

、 見に り 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

見協力者数 650  600  560  548  

利 者数 75  70  65  50  

 

 ま なか SOS ッ ーク 

っと ー ーとして した住民が、 の で、 と れる 者

の 見・ を 、 等に なげる。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

っと ー ー数 190  190  146  147  

 

    

 地域福祉の一 の 進を る とを に、 な福祉 動の や 等を

て、地域福祉 進 等の あ の機 として する。 年 1  

 

 動拠点   

 23 の地域 えあ 動 を に し、 えあ 動 等が利 しやす

動 の整 を る。 

  

 

 

  

9 

（ ） 動 事業   

 

① 動 事業  

 民 金 度等の 提供や の 、 共 金を した

地域福祉 動 の 金の などを て、地域福祉 動の や ッ ー

クの に り 。 

 

地域福祉 動 業 

 福祉 共 金 の による 共 金の 、

で められた 金を として、 福祉施設や地域福祉 動を や

NPO 等に対して、 に き、 共 金 を て、

福祉 共 金 の を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 - - 82  131  

金  - - 20,599,000  20,395,000  

※ は、 福祉 共 金 が ため、実績数の した。 

 

福祉 動 金の  

 で福祉 動に り に対して、 業 の一部を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 13  15  12  15  

金  3,570,000  4,190,000  3,510,777  5,286,000  

※令和2年度は、 の減が見込まれるため、計画数を減とする。 

 

 動     

 福祉 金 の や たすけあ ・地域 えあ 動 金の 見 金の調

・ 等を て、 の と 機 の な や な福祉 業に

る民 ・ 協 との 要な調整と 動 を 。 
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（ ） 事業  

   

① 区サ ー ー 

 地域 動に のある を地 ー ーとして し、地域の えあ 動や

・自 、 地 の福祉施設等が ベン や、 等の 動 の ッ ン

を実施する。また、 を地域 で し、 たな の ・ を る。 

         R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者数 1,500  900  911  591  

ッ ン 数   583  360  

※令和元年度計画は、 者数見込 が き て る とから、令和2年度の計画数も に
した。 ッ ン 数は実績の を する。 

 

 区 動   

 地 で 動する の ・ を とした を し、 えあ 動等 の

画の機 を する。 地域 1 実施  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 5  5  5   

数 200  200  112   

  

       

 を地域 動などに かす とのできる住民を ン として し、

地域 えあ 動や福祉施設などに する。 数 30年度 130  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者数 220  210  194  169  

 

   

 地域福祉 進 や地 ー ー等とともに、福祉 の を ために、 を

に の福祉 を実施する。また、地 の ベン や企業の 等の機

をとらえ、地域福祉に する 動を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

福祉 実施 数 75  75  77  66  

福祉 者数 6,500  6,000  6,459  5,371  

福祉 数 20  20  14  16  

 

  

10



10 

（ ） 事業  

   

① 区サ ー ー 

 地域 動に のある を地 ー ーとして し、地域の えあ 動や

・自 、 地 の福祉施設等が ベン や、 等の 動 の ッ ン

を実施する。また、 を地域 で し、 たな の ・ を る。 

         R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者数 1,500  900  911  591  

ッ ン 数   583  360  

※令和元年度計画は、 者数見込 が き て る とから、令和2年度の計画数も に
した。 ッ ン 数は実績の を する。 

 

 区 動   

 地 で 動する の ・ を とした を し、 えあ 動等 の

画の機 を する。 地域 1 実施  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 5  5  5   

数 200  200  112   

  

       

 を地域 動などに かす とのできる住民を ン として し、

地域 えあ 動や福祉施設などに する。 数 30年度 130  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者数 220  210  194  169  

 

   

 地域福祉 進 や地 ー ー等とともに、福祉 の を ために、 を

に の福祉 を実施する。また、地 の ベン や企業の 等の機

をとらえ、地域福祉に する 動を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

福祉 実施 数 75  75  77  66  

福祉 者数 6,500  6,000  6,459  5,371  

福祉 数 20  20  14  16  

 

  

11 

 事  

 福祉 ベン ・ 業や 災地等 の ン 動など して 動できるよ 、

の を 。 

きに て地 ー ーの や の 動 ューの も 、 地

域 の り しを 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

ン

数 
20,100  20,000  19,996  19,727  

数 1,400  1,310  1,196  1,009  
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（ ） 事業  

 

① サービス  

 者や 害者、 を で に が 要な に対し、協力

として した住民が で 、 、 を実施する。 

 28地 の地 が して ス ン を 、計画に き協力 を調

整し、 する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

協力 数 650  850  641  735  

・ 動時 数 21,000時  22,200時  21,283時  25,276.5時  

数  12  12  12  

ー ッ

数 
2  2  3  3  

※ ー スや ー スを ューから したため、 30 年度 実績が減尐

した。令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。な 、 は、利 者の

利便性 上のため、 ではな 、 での に り える。 

 

 サービス（ 事業 サービス）区  

度の要 者等に対し、あ し す やか ン ーが 計画 等

に き、 や自立 のための ー ス ー ス 業

を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

利 者数 40  65  27  22  

協力者数 270  250  211  175  

利 数 2,881  2,340  1,414  819  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

 事業  

 者の や に する きや ー スに て、 や 提供の機

として を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2   3   

※令和2年度は、 1 、地域 1 を 。 
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（ ） 事業  

 

① サービス  

 者や 害者、 を で に が 要な に対し、協力

として した住民が で 、 、 を実施する。 

 28地 の地 が して ス ン を 、計画に き協力 を調

整し、 する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

協力 数 650  850  641  735  

・ 動時 数 21,000時  22,200時  21,283時  25,276.5時  

数  12  12  12  

ー ッ

数 
2  2  3  3  

※ ー スや ー スを ューから したため、 30 年度 実績が減尐

した。令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。な 、 は、利 者の

利便性 上のため、 ではな 、 での に り える。 

 

 サービス（ 事業 サービス）区  

度の要 者等に対し、あ し す やか ン ーが 計画 等

に き、 や自立 のための ー ス ー ス 業

を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

利 者数 40  65  27  22  

協力者数 270  250  211  175  

利 数 2,881  2,340  1,414  819  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

 事業  

 者の や に する きや ー スに て、 や 提供の機

として を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2   3   

※令和2年度は、 1 、地域 1 を 。 
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（ ） 事業 

 

① 区 ー サ ー ー事業 区   

 ての けをして し 利 と ての けができる

が、 な地域に て や かりなど、 ての け ができるよ に、

利 の や調整を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

利 数 45,000  47,000  41,726  34,295  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

  

 

   

 が、 動に 要な や 力を に け、 の 動が えるよ 、

24時 を実施する。 

< な > 

 の て  

 の ・ どもの  

 の て、 との し  

 どもの ・応 対応 

 害のある の  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 
5  

35  

5  

35  

5  

35  

5  

35  

者数 340  340  194  174  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 

 

 ー ッ   

 が、 動を に して えるよ 、 (

)を とした ー ッ を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 6  5  5  5  

者数 250  250  38  116  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 
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 利   

 利 にあたって 要な に て、 者の利便性に し、 きで

5地域で し、 地域 りで に する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 72  72  72  72  

者数 2,100  2,100  2,151  1,861  

 

   

 利 と の を し、 ッ ン の 進を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 3  3  3  5  

者数 150  150  171  185  

 

  

 

 業   

 動を える を増やすために、 て に のある に対し、 ・

ベン を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  2  2  

者数 100  100  47  17  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 

 

 て   

 て 動の実 者に対し、地域で ・ な 動を けるために 要なス

キ ッ を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  4  4  

者数 80  80  45  72  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 

 

 けて よ   

 どもを けた のな 者に対し、 どもを ける の機 を設け、 ー

ス利 の を 減し、 業や の て ー スの利 進を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 6  6  6  6  

者数 48  48  44  38  

  

  

14



14 

 利   

 利 にあたって 要な に て、 者の利便性に し、 きで

5地域で し、 地域 りで に する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 72  72  72  72  

者数 2,100  2,100  2,151  1,861  

 

   

 利 と の を し、 ッ ン の 進を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 3  3  3  5  

者数 150  150  171  185  

 

  

 

 業   

 動を える を増やすために、 て に のある に対し、 ・

ベン を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  2  2  

者数 100  100  47  17  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 

 

 て   

 て 動の実 者に対し、地域で ・ な 動を けるために 要なス

キ ッ を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  4  4  

者数 80  80  45  72  

※計画数は、 数 によって なる を した数 を した。 

 

 けて よ   

 どもを けた のな 者に対し、 どもを ける の機 を設け、 ー

ス利 の を 減し、 業や の て ー スの利 進を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 6  6  6  6  

者数 48  48  44  38  
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（ ） 事業 

 

①   

 害者 ン ーすきっ と して、福祉 の の で、

害者の一 を する。また、 の 性を かして、地域の ュ ス

ースとしての を進める。 

 

 ・ ま り ン ー  

  

 ど り  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 10  10  10  9  

者数 27,000  27,000  38,584  34,292  

※令和2年度 者数は、令和元年度に1 らたなす により減尐して る。 

 

 （ 事 ） 

 福祉 者を対 に、一 に けた や 対 などの を 。 

また、 ・ 者には、 害者 や に 要な や に する を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者 数 3  3  2  1  

・ 者 数 6  6  7  4  
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（ ） 動事業 

 

①    

 共 金の一 として、 、民 ・ 協 、  

等 の協力により 金 動を 、要 、要 者・ 害者

の 者等 の見 金の や、地域 えあ 動等に する。 

 金 動の を めるため、 による 金や な 動を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

金  42,000,000  44,000,000  43,193,699  44,018,328  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

 区 分 事   

 福祉 共 金 が実施する 共 金を とした地域

B の 、 たすけあ ・地域 えあ 金の 等を

する地 の を 、 金の か な に り 。 

 

  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

 

数 
2  2  2  2  

16
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（ ） 動事業 

 

①    

 共 金の一 として、 、民 ・ 協 、  

等 の協力により 金 動を 、要 、要 者・ 害者

の 者等 の見 金の や、地域 えあ 動等に する。 

 金 動の を めるため、 による 金や な 動を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

金  42,000,000  44,000,000  43,193,699  44,018,328  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 

 

 区 分 事   

 福祉 共 金 が実施する 共 金を とした地域

B の 、 たすけあ ・地域 えあ 金の 等を

する地 の を 、 金の か な に り 。 

 

  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

 

数 
2  2  2  2  

17 

 自 事業拠点区分 

１ 自 事業サービス区分 

（１） 自 事業   

 

① 自 区   

者自立 度に き、自立 ンを し、3 で

ン 、 を した や自立 の を 。 

の に え、 福祉 金 や ャレン 、 ー

ンク、 の提供など自 業を めた な を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

ン 数 

、  
460  470  456  437  

 

 区   

者とともに、 計の見える による収 ンスの改 を り、 の

にある 計の を に進める。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

計 シー  

数 
230  300  224  203  

計 計画 

数 
90  200  91  58  

※令和2年度からは、 の 数を した。 に しな の も って る  

 

 区   

者の 計の収 ンスを ための 、 料の住

ま の のための転 を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

転 数 50  30  49  50  

計改 数 20  20  25  11  

 

 区   

者が な 動ができるよ 、一 の を とともに、

の などを て、 な 動の を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者 数 100  100  97  72  

者 数 50  25  43  44  

者 数 15  5  13  25  
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 事業 区   

 に けた が整って な 者 者に対し、一

に けた を ンに き、計画 に 。 

 を て、 の改 や な ュ ーシ ン力の 上を り、

自立に なげる。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 48     

数 240     

 

 ー 事業 区   

 者 者の 、 に たって の機 のな 、

き もり にある 等で、 の改 等が 要となる に対し、

ーを する。 

ーは、3 度を に、 の に 要な

と の 得に け、 を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

対 者数 30     

 

   

 住民と自立 機 、 機 や 者 等が

を する。 き もりなど き ら を えた に する の共 、 者の

や地域での たな ー スの 要性に て し 機 を設ける。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 2     

 

 動 事業  

動等の などに にある 者に対し、 1 500

の 1,000 まで実 を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

利 者数 30  60  15  23  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 
 

 ー 事業 区 （ 自 ）    

者の な として、NPO や の福祉 と して、 な

料 を実施し、 要に応 て の などを 。 には、

5地域 協 での な が 要な の 料提供とともに、 に

を設け、 に 料提供を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 150  130  142  149  

ー パン ー 

数  
240  180  79   
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 事業 区   

 に けた が整って な 者 者に対し、一

に けた を ンに き、計画 に 。 

 を て、 の改 や な ュ ーシ ン力の 上を り、

自立に なげる。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 48     

数 240     

 

 ー 事業 区   

 者 者の 、 に たって の機 のな 、

き もり にある 等で、 の改 等が 要となる に対し、

ーを する。 

ーは、3 度を に、 の に 要な

と の 得に け、 を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

対 者数 30     

 

   

 住民と自立 機 、 機 や 者 等が

を する。 き もりなど き ら を えた に する の共 、 者の

や地域での たな ー スの 要性に て し 機 を設ける。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 2     

 

 動 事業  

動等の などに にある 者に対し、 1 500

の 1,000 まで実 を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

利 者数 30  60  15  23  

※令和2年度計画数は、令和元年度見込 をもとに した。 
 

 ー 事業 区 （ 自 ）    

者の な として、NPO や の福祉 と して、 な

料 を実施し、 要に応 て の などを 。 には、

5地域 協 での な が 要な の 料提供とともに、 に

を設け、 に 料提供を実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 150  130  142  149  

ー パン ー 

数  
240  180  79   
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 区   

 の どもや とり の どもの 、 として たが

や ー どもの を の ン 等の協力のもと、

5 地域、6 で実施する。また、 ども に る 福祉、 等の

機 や の協力者などの による ッ ーク を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

 6  6  6  6  

者数 90  75  92  83  

ン  2  2  3   

ども ッ

ーク の  
2  2  2  3  

※令和2年度の ン は、 の かに、 者の 共 や の を

者 を する。 

 

 区   

一 の 得 の を対 に、 の 、 等 ・ 等の

を し ける とで、 3・ 3 の どもの進 を する。な 、 、 等に

した者に ては、 金の を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

等 料 

者 3 数 
120  130  125  124  

等 料 

者 3 数 
60  60  56  58  

料 者 3

数 
120  120  121  117  

料 者 3

数 
80  80  81  76  

 

   

 施設や から 等に進 する の 自立を するた

め、 の一部を する。 1 年 12  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

対 者数 9  6  6  4  

  

19
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（ ） 事 事業   

 

① 事 事業 

得の尐な 、 害者や を要する 者の る に対して、 の の

の と 自立を る とを として、 金の と 要な を

。また、 者の自立 との一 性に め、 者に な を提供する。 

な  

金  

等 、 等 、 、 、 の 業料などに 要な の

 

金 

一時 に し、 な 金を 要とする の  

総合支援資金 

 計 者の 業により 計 が な に対する 動 の 金の

 

動 金 

 住する自 の 動 地・ に に たって住 ける とを

望する 得の 者 に対する、 動 を とした 金の  

要 動 金 

 上 動 金に 、 けの  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

金 数 100  200  168  162  

金 数 20  20  9  22  

支援 金貸付件数　　 　　 5  5  0  1  

動 金

貸付 数 
2  2  0  0  

要  

動 金 
2  2  0  0  

※ 金 数は、 業料の の 金 度の により 数の減が見込ま

れる。 
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（ ） 事 事業   

 

① 事 事業 

得の尐な 、 害者や を要する 者の る に対して、 の の

の と 自立を る とを として、 金の と 要な を

。また、 者の自立 との一 性に め、 者に な を提供する。 

な  

金  

等 、 等 、 、 、 の 業料などに 要な の

 

金 

一時 に し、 な 金を 要とする の  

福祉 金 

 計 者の 業により 計 が な に対する 動 の 金の

 

動 金 

 住する自 の 動 地・ に に たって住 ける とを

望する 得の 者 に対する、 動 を とした 金の  

要 動 金 

 上 動 金に 、 けの  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

金 数 100  200  168  162  

金 数 20  20  9  22  

福祉 金 数 5  5  0  1  

動 金

数 
2  2  0  0  

要  

動 金 
2  2  0  0  

※ 金 数は、 業料の の 金 度の により 数の減が見込ま

れる。 
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 事業サービス区分 

（１） 事業     

 

① 事業  

 得 が、 や ンなど 性の に した に、自立

に けた と の 金の し けを 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数   56  49  

金    871,500  784,211  

※実績の する。 

 

 事業  

 住者の 時の を に、 と して、 一時金

金 を し け、 の立て しに けた を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数   175  214  

金    490,810  467,200  

※実績の する。 
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 事業拠点区分 

１ 事業サービス区分 

（１） 事業      

 

① 事業（ サービス 事業）  

 、 住民 が 機 等と し、 に自 を し

て料金の 込 などの き、福祉 ー スの利 や の かり等の を

。 

 力が した利 者の 利 のため、 年 見 度 の移 を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 30  30  37  41  

年度 数 150  140  120  114  

見移 数 15     

 

  

 者、 害者、また の 者等が な を得られる機 を提供す

る。 

 による 料  1 30  

 2 に実施 

 

  

 の利 者の 利 を るため、 者 による を し、

等に する ・ 、 年 見 度の り の提 を ける。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 時 時 0  0  
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 事業拠点区分 

１ 事業サービス区分 

（１） 事業      

 

① 事業（ サービス 事業）  

 、 住民 が 機 等と し、 に自 を し

て料金の 込 などの き、福祉 ー スの利 や の かり等の を

。 

 力が した利 者の 利 のため、 年 見 度 の移 を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 30  30  37  41  

年度 数 150  140  120  114  

見移 数 15     

 

  

 者、 害者、また の 者等が な を得られる機 を提供す

る。 

 による 料  1 30  

 2 に実施 

 

  

 の利 者の 利 を るため、 者 による を し、

等に する ・ 、 年 見 度の り の提 を ける。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 時 時 0  0  
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（ ） 事業    

 

① 区   

 に 年 見 度に ての を け、 民が した を れるよ す

る。また、 を し、 の 実を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 1,725  1,640  1,389  1,534  

 

 区   

 による 立や、 見 による の 等 の 、

・ を める。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

立等 数 10     

見

数 
20  

   

 

 区  

 者、 害者、また の 者等が な を得られる機 を提供す

る。 

 による 料  1 30  

 1・3 に実施 

 

 区 区   

 民 の えあ を 進する から、 民 年 見 を し、 民が し

て 年 見 度を利 できるよ の ・ を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

者数 20  20  21  21  

 

 区 動 区  

 民 年 見 者で、 民 年 見 として した 民の 動

を する。 

 立 き に ける  

 地域 年 見 度 に ける  

 年 見 度の  

 めて する 民 年 見 の ・  

見 の ・  

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

民 年 見 

数 
185  179  159  147  

※ 民 年 見 数(計画数)は、 年度 の 動 な 者を する。 
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 区  

 住民が に 年 見 度や福祉 ー ス利 業等を利 できるよ 、

、 、 、 等の で、 ン ーの り を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 3  3  3  3  

 

 事 区  

 立や 立 に て、 や を として 年

見 度に する の や 見 者の を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 24  20  21  20  

 

 事 区  

 者や 害者など、 年 見 度を 要とする が に 度利 に ながるよ

、 等を て、あ し す やか ン ーや地域 害者 ン ー

等と を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  2  2  

 

 ー 区  

地域の 年 見 動を って る 等と 共 する等、 ・協力 を

築するための ッ ーク の 、 を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2    

 

 ー 区   

 ー ークを とした 見 対 の ーを し、 見 の

を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 1     

 20     
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 区  

 住民が に 年 見 度や福祉 ー ス利 業等を利 できるよ 、

、 、 、 等の で、 ン ーの り を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 3  3  3  3  

 

 事 区  

 立や 立 に て、 や を として 年

見 度に する の や 見 者の を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 24  20  21  20  

 

 事 区  

 者や 害者など、 年 見 度を 要とする が に 度利 に ながるよ

、 等を て、あ し す やか ン ーや地域 害者 ン ー

等と を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2  2  2  

 

 ー 区  

地域の 年 見 動を って る 等と 共 する等、 ・協力 を

築するための ッ ーク の 、 を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 2  2    

 

 ー 区   

 ー ークを とした 見 対 の ーを し、 見 の

を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 1     

 20     
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 区 動 区   

 民 年 見 が、 して 見業 に り めるよ 、 を 。 

 民 年 見 の  

 見 にかかる 害 の  

 の に する 金 利 など 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 25  25  17  16  

年度 数 95  85  64  60  

対応 数 15     

 

 動 区  

 年 見 度の利 進にかかる 業等を し、 民や 業者に する とで、

年 見 度の を 。  
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（ ） 事業       

 

① 区   

 民 年 見 による 見業 が に れるよ 、 の を け、

が 民 年 見 の を 。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 25  25  17  16  

年度 数 95  85  64  60  

 

   

 

 見 

 立 等に て、福祉 が 要な で、 が 年 見 となる と

が な に、 として する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 30  30  26  8  

年度 数 110  95  79  62  

対応 数 15     

 

 見 

、 等で、自ら や ができな なった時に、 見 として

が できるよ 、公 により 見 を する。 

の として、 れまでの 見 り に、 電 見 り の を

え とするとともに、 望者には 時 、 等 ー スを実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 7  7  1  0  

年度 数 27  22  9  12  

時 数 3     

等 数 3     

 

 ー  

 民や 業者を対 に、 年 見 度のし や き、 年 見 の役 等に

する を 、 年 見 度の と利 進を る。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

実施 数 4  5  2  2  

 160  200  54  69  

※令和元年度は、 年 見 ーを 民対 に5 実施したが、令和2年度は、 を

見 対 に実施する ととし、 見 のための 年 見 ー の に する。 
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 者が に る との 、 、 年 見 度等、 度に て

の を地域の 機 等と して実施する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

数 5  5  10  11  

 150  150  357  372  

 

 区 区 動   

 民 年 見 、 民 年 見 動の一 の 実と の 上のため、 利

進 金 立金を に し、 見 動に対する が得られな 民 年 見

に対する や 民 年 見 による 等の自 動にかかる の

一部を する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

見 数 10  10    

自 動 数 5  5    

 

 ー （ 区 ー ） 

 民の 立 、 して を すための えとして、令和元年度に 3,000部

増 した 自の ン ン ー の ー を販売する。 

 R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

販売部数 300部 300部 332部  
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収益事業区分 

Ⅰ 自動販売機設置事業拠点区分 

１ 自動販売機設置事業サービス区分  

（１）自動販売機設置事業    

 

① 自動販売機設置 

 自動販売機の売り上げによる収益金の一部を地域福祉の増進に役立てるために、住

民や企業、施設等の協力を得て、自動販売機の設置を進める。 

 設置にあたっては、停電時でも飲料を提供できる災害ベンダー機、紙パック機やキ

ャッシュレス機など住民の利便性や設置者の要望を踏まえて、業者と調整し対応する。 

  R2年度計画 R元年度計画 H30年度実績 H29年度実績 

自動販売機設置台数 40台 43台 40台 37台 

※公共施設の移転・改築等により、令和元年度から令和 2年度にかけて4台の減尐が見込まれる。 

 

 

 

28



28 

収益事業区分 
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令和 2年度 予算 

 

 

 

 

 





 

予算書について 

 

． 収 予算書について 

は、 法人 計 以下、「 」とい 。 に 計算

書を しています。 

には、予算書の が て 、書 も ていま

。 のた 、 算 に をす 収 計算書を にして、 収

予算書を しています。 

では 収 計算書は、 以下、  

 計年度に す ての の増 及び減 の を明  

に す ものでな な ない。 

 収 計算は、 計年度に の増 及び減 に

いて ものとす 。 

 収 計算書は、 計年度に の増 及び減 の

について、事業 動によ 収 、 設 によ 収 及び の の

動によ 収 に区分して記載す ものとす 。 

 事業 動 収 差額 3 、 設 収 差額 6 及び の の

動 収 差額 9 を 計して 収 差額 計 11 を記載し、

に前 12 を 算して 13

として記載す ものとす 。 

と て り、 に い予算書を しています。 

  

な 、 13 が下 のと り 20,503 とな ていま

すのは、 年度 に な 区 動 分です。 

（単位：千円）

事業活動による収支
収入計（1） 1,226,077
支出計（2） 1,223,567

小計（3）=（1）-（2） 2,510

施設整備等による収支

収入計（4） 0
支出計（5） 610

小計（6）=（4）-（5） △ 610

その他の活動による収支

収入計（7） 282,649
支出計（8） 284,549

小計（9）=（7）-（8） △ 1,900

予備費（10） 10,000

当期資金収支差額（11）=（3）+（6）+（9）-（10） △ 10,000

前期末支払資金残高（12） 30,503

当期末支払資金残高（13）=（11）+（12） 20,503
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２．予算書の「説明」欄について 

  前年度予算との増減差額が 80％以下及び 120％以上のものの主な理由を記

載しています。 

 

３．自動販売機設置事業について 

  令和元年度までは「法人運営事業サービス区分」に計上していましたが、

令和２年度より「収益事業区分」に計上しています。 
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２．予算書の「説明」欄について 

  前年度予算との増減差額が 80％以下及び 120％以上のものの主な理由を記

載しています。 

 

３．自動販売機設置事業について 

  令和元年度までは「法人運営事業サービス区分」に計上していましたが、

令和２年度より「収益事業区分」に計上しています。 

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

会費収入 41,923 42,404 △ 481

社 会費収入 41,015 41,454 △ 439

利用会 会費収入 908 950 △ 42

金収入 6,450 5,250 1,200

経 経費 金収入 6,450 5,250 1,200

経 経費補 金収入 455,584 433,314 22,270

区補 金収入 401,456 376,527 24,929

金 分金収入 51,074 53,987 △ 2,913

その他の補 金収入 3,054 2,800 254

金収入 622,578 586,928 35,650

区 金収入 587,649 551,908 35,741

社 金収入 34,929 35,020 △ 91

付事業収入 1,190 1,330 △ 140

金収入 1,190 1,330 △ 140

事業収入 96,185 91,383 4,802

利用 収入 65,800 62,232 3,568

資 収入 220 216 4

収入 140 129 11

手 収入 6 6 0

金収入 17,664 16,380 1,284

手 収入 12,355 12,420 △ 65

金収入 822 844 △ 22

金収入 822 844 △ 22

取利 当金収入 810 910 △ 100

基金積立金 取利 当金収入 810 910 △ 100

その他の収入 535 615 △ 80

入 費収入 138 92 46

取保 金収入 1 2 △ 1

収入 396 521 △ 125

1,226,077 1,162,978 63,099

人 費支出 903,645 807,194 96,451

職 給 支出 359,425 358,058 1,367

職 支出 113,519 110,420 3,099

職 給 支出 276,597 223,633 52,964
改 に 支給 に

よる

退職給付支出 41,022 12,000 29,022 年退職者による

法 福利費支出 113,082 103,083 9,999

事業費支出 136,315 138,538 △ 2,223

金支出 17,386 13,167 4,219
生活困窮事業 備支援の の生
活支援 による( 規事業)

費 費支出 4,103 4,281 △ 178

備 費支出 9,421 8,519 902

費支出 2,658 4,086 △ 1,428 の ー 改 成完了による

費支出 3,846 3,634 212

費支出 332 1,084 △ 752

運 費支出 10,460 11,293 △ 833

会 費支出 1,050 1,059 △ 9

費支出 4,760 7,634 △ 2,874 改 完了による

業 費支出 8,486 9,585 △ 1,099

手 支出 1,615 1,056 559

保 支出 12,804 11,193 1,611

年度　 区社会福祉 会 資金収支予算

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
 
入

事業活動収入計 (1)

支
　
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

支出 2,696 1,499 1,197
生活困窮事業 シス

の 入による

援護費支出 8,600 10,309 △ 1,709

費支出 5,932 6,232 △ 300

援護費支出 1,046 1,058 △ 12

地区社 活動費支出 22,362 23,562 △ 1,200

会 活動費支出 18,709 19,234 △ 525

後見人活動費支出 48 48 0

支出 1 5 △ 4

事 費支出 141,306 153,228 △ 11,922

福利 生費支出 4,465 4,206 259

費 費支出 5,764 5,023 741

費支出 495 505 △ 10

事 費支出 6,949 12,942 △ 5,993
ー ー保証 による 入替

え完了による

費支出 5,612 5,886 △ 274

費支出 5,318 6,494 △ 1,176

費支出 254 267 △ 13

費支出 957 1,161 △ 204

運 費支出 13,215 11,617 1,598

会 費支出 98 119 △ 21

費支出 301 554 △ 253

業 費支出 22,073 29,881 △ 7,808
ー ー保証 による 入替

え完了による

手 支出 8,872 8,173 699

保 支出 2,734 2,940 △ 206

支出 9,105 6,476 2,629
成年後見事業 相談シス 入,

ー入替えによる

地 支出 30,361 30,818 △ 457

支出 15,671 10,788 4,883 費 区分見 による

保 支出 5,596 9,800 △ 4,204
ー ー保証 による 入替

えに伴う保 払い完了による

費支出 1,446 1,892 △ 446

会費支出 598 595 3

金支出 1,361 3,010 △ 1,649
法人後見事業 推進ス の 了によ
る

支出 61 81 △ 20

付事業支出 1,530 1,720 △ 190

付金支出 1,530 1,720 △ 190

成金支出 40,771 41,341 △ 570

地域支え い活動 成金支出 20,822 21,772 △ 950

福祉活動 成金支出 18,149 17,649 500

費用給付金支出 1,080 720 360

区 後見人活動 成金支出 720 1,200 △ 480

1,223,567 1,142,021 81,546

2,510 20,957 △ 18,447
収

入 0 0 0

資産取 支出 610 25,671 △ 25,061

備 取 支出 350 25,595 △ 25,245
ー ー保証 による 入替

え完了による

取 支出 260 76 184

610 25,671 △ 25,061

△ 610 △ 25,671 25,061

積立資産取崩収入 83,304 114,159 △ 30,855

福祉基金積立資産取崩収入 1,103 735 368

事業運営積立資産取崩収入 32,265 27,149 5,116

地域支え い積立資産取崩収入 3,759 0 3,759 地域福祉事業の経費補填による

電算運用積立資産取崩収入 0 43,755 △ 43,755
ー ー保証 による 入替

え完了による

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
　
出

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

備

に
よ
る

収
支

備 収入計 (4)

支
出

備 支出計 (5)

備 資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に

よ
る
収
支

収
入
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

権利擁護推進基金積立資産取崩収入 20,544 14,303 6,241 権利擁護事業の経費補填による

シルバー資金融資積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020
資産活用契約者減により電算運用積立
金に組替え完了による(臨時)

退職給付引当資産取崩収入 25,413 2,977 22,436 退職者の退職金支払いによる

事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

収益事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

拠点区分間繰入金収入 42,677 47,296 △ 4,619

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金収入 1,447 735 712

生活自立支援事業拠点区分間繰入金収入 31,725 46,561 △ 14,836

権利擁護事業拠点区分間繰入金収入 9,505 0 9,505

サービス区分間繰入金収入 146,414 170,456 △ 24,042

法人運営事業サービス区分間繰入金収入 36,024 84,057 △ 48,033

地域福祉事業サービス区分間繰入金収入 86,593 64,116 22,477

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入収入 64 0 64

成年後見推進事業サービス区分間繰入金収入 23,733 22,283 1,450

282,649 331,911 △ 49,262

積立資産積立支出 85,144 73,213 11,931

事業運営積立資産積立支出 59,601 47,973 11,628 収支差額分の積立による

電算運用積立資産積立支出 0 25,000 △ 25,000
シルバー資金融資積立金より組替え完
了による(臨時)

権利擁護推進基金積立資産積立支出 0 240 △ 240

退職給付引当資産積立支出 25,543 0 25,543
退職手当支給規程の改正に伴う退職給
付引当金の積立分による

事業区分間繰入金支出 10,254 0 10,254

社会福祉事業区分間繰入金支出 10,254 0 10,254

拠点区分間繰入金支出 42,677 47,296 △ 4,619

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 41,230 46,561 △ 5,331

生活自立支援事業拠点区分間繰入金支出 1,447 735 712

サービス区分間繰入金支出 146,414 170,456 △ 24,042

法人運営事業サービス区分間繰入金支出 108,086 119,075 △ 10,989

地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 14,531 29,098 △ 14,567

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入金支出 64 0 64

成年後見推進事業サービス区分間繰入金支出 23,733 22,283 1,450

その他の活動による支出 60 80 △ 20

差入保証金支出 60 80 △ 20

284,549 291,045 △ 6,496

△ 1,900 40,866 △ 42,766

予備費 (10) 10,000 46,407 △ 36,407

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 10,000 △ 10,255 255

前期末支払資金残高 (12) 30,503 30,758 △ 255

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 20,503 20,503 0

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

収
　
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

その他の活動収入計 (7)

支
　
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

費収入 41,923 42,404 △ 481

費収入 41,015 41,454 △ 439

利用 費収入 908 950 △ 42

金収入 6,450 5,250 1,200

経 経費 金収入 6,450 5,250 1,200

経 経費補 金収入 455,584 433,314 22,270

区補 金収入 401,456 376,527 24,929

金 分金収入 51,074 53,987 △ 2,913

その他の補 金収入 3,054 2,800 254

金収入 622,578 586,928 35,650

区 金収入 587,649 551,908 35,741

金収入 34,929 35,020 △ 91

付事業収入 1,190 1,330 △ 140

金収入 1,190 1,330 △ 140

事業収入 83,830 91,383 △ 7,553

利用 収入 65,800 62,232 3,568

資 収入 220 216 4

収入 140 129 11

手 収入 6 6 0

金収入 17,664 16,380 1,284

手 収入 0 12,420 △ 12,420
自動 事業の収益事業区分 替え
による

金収入 822 844 △ 22

金収入 822 844 △ 22

取利 当金収入 810 910 △ 100

基金積立金 取利 当金収入 810 910 △ 100

その他の収入 535 615 △ 80

入 費収入 138 92 46

取保 金収入 1 2 △ 1

収入 396 521 △ 125

1,213,722 1,162,978 50,744

人 費支出 901,990 807,194 94,796

職 給 支出 359,425 358,058 1,367

職 支出 113,519 110,420 3,099

職 給 支出 275,174 223,633 51,541
改 に 支給 に

よる

退職給付支出 41,022 12,000 29,022 年退職者による

法 福利費支出 112,850 103,083 9,767

事業費支出 136,315 138,538 △ 2,223

金支出 17,386 13,167 4,219
生活困窮事業 備支援の の生
活支援 による( 規事業)

費 費支出 4,103 4,281 △ 178

備 費支出 9,421 8,519 902

費支出 2,658 4,086 △ 1,428 の ー 改 成完了による

費支出 3,846 3,634 212

費支出 332 1,084 △ 752

運 費支出 10,460 11,293 △ 833

費支出 1,050 1,059 △ 9

費支出 4,760 7,634 △ 2,874 改 完了による

業 費支出 8,486 9,585 △ 1,099

手 支出 1,615 1,056 559

保 支出 12,804 11,193 1,611

支
 
出

事業活動収入計 (1)

年度　 福祉事業区分 資金収支予算

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
 
入

34
34



当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

支出 2,696 1,499 1,197
生活困窮事業 シス

の 入による

援護費支出 8,600 10,309 △ 1,709

費支出 5,932 6,232 △ 300

援護費支出 1,046 1,058 △ 12

地区 活動費支出 22,362 23,562 △ 1,200

活動費支出 18,709 19,234 △ 525

後見人活動費支出 48 48 0

支出 1 5 △ 4

事 費支出 140,860 153,228 △ 12,368

福利 生費支出 4,465 4,206 259

費 費支出 5,764 5,023 741

費支出 495 505 △ 10

事 費支出 6,921 12,942 △ 6,021
ー ー保証 による 入替

え完了による

費支出 5,602 5,886 △ 284

費支出 5,297 6,494 △ 1,197

費支出 254 267 △ 13

費支出 955 1,161 △ 206

運 費支出 13,189 11,617 1,572

費支出 98 119 △ 21

費支出 301 554 △ 253

業 費支出 22,054 29,881 △ 7,827
ー ー保証 による 入替

え完了による

手 支出 8,853 8,173 680

保 支出 2,734 2,940 △ 206

支出 9,094 6,476 2,618
成年後見事業 相談シス 入,

ー入替えによる

地 支出 30,361 30,818 △ 457

支出 15,369 10,788 4,581 費 区分見 による

保 支出 5,588 9,800 △ 4,212
ー ー保証 による 入替

えに伴う保 払い完了による

費支出 1,446 1,892 △ 446

費支出 598 595 3

金支出 1,361 3,010 △ 1,649
法人後見事業 推進ス の 了によ
る

支出 61 81 △ 20

付事業支出 1,530 1,720 △ 190

付金支出 1,530 1,720 △ 190

成金支出 40,771 41,341 △ 570

地域支え い活動 成金支出 20,822 21,772 △ 950

福祉活動 成金支出 18,149 17,649 500

費用給付金支出 1,080 720 360

区 後見人活動 成金支出 720 1,200 △ 480

1,221,466 1,142,021 79,445

△ 7,744 20,957 △ 28,701

0 0 0

資産取 支出 610 25,671 △ 25,061

備 取 支出 350 25,595 △ 25,245
ー ー保証 による 入替

え完了による

取 支出 260 76 184

610 25,671 △ 25,061

△ 610 △ 25,671 25,061

積立資産取崩収入 83,304 114,159 △ 30,855

福祉基金積立資産取崩収入 1,103 735 368

事業運営積立資産取崩収入 32,265 27,149 5,116

地域支え い積立資産取崩収入 3,759 0 3,759 地域福祉事業の経費補填による

電算運用積立資産取崩収入 0 43,755 △ 43,755
ー ー保証 による 入替

え完了による

そ
の
他
の
活
動
に

よ
る
収
支

収
入

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

備

に
よ
る

収
支

収
支

備 収入計 (4)

備 支出計 (5)

備 資金収支差額 (6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
 
出

35

35



当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

権利擁護推進基金積立資産取崩収入 20,544 14,303 6,241 権利擁護事業の経費補填による

シルバー資金融資積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020
資産活用契約者減により電算運用積立
金に組替え完了による(臨時)

退職給付引当資産取崩収入 25,413 2,977 22,436 退職者の退職金支払いによる

事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

収益事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

拠点区分間繰入金収入 42,677 47,296 △ 4,619

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金収入 1,447 735 712

生活自立支援事業拠点区分間繰入金収入 31,725 46,561 △ 14,836

権利擁護事業拠点区分間繰入金収入 9,505 0 9,505

サービス区分間繰入金収入 146,414 170,456 △ 24,042

法人運営事業サービス区分間繰入金収入 36,024 84,057 △ 48,033

地域福祉事業サービス区分間繰入金収入 86,593 64,116 22,477

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入収入 64 0 64

成年後見推進事業サービス区分間繰入金収入 23,733 22,283 1,450

282,649 331,911 △ 49,262

積立資産積立支出 85,144 73,213 11,931

事業運営積立資産積立支出 59,601 47,973 11,628 収支差額分の積立による

電算運用積立資産積立支出 0 25,000 △ 25,000
シルバー資金融資積立金より組替え完
了による(臨時)

権利擁護推進基金積立資産積立支出 0 240 △ 240

退職給付引当資産積立支出 25,543 0 25,543
退職手当支給規程の改正に伴う退職給
付引当金の積立分による

拠点区分間繰入金支出 42,677 47,296 △ 4,619

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 41,230 46,561 △ 5,331

生活自立支援事業拠点区分間繰入金支出 1,447 735 712

サービス区分間繰入金支出 146,414 170,456 △ 24,042

法人運営事業サービス区分間繰入金支出 108,086 119,075 △ 10,989

地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 14,531 29,098 △ 14,567

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入金支出 64 0 64

成年後見推進事業サービス区分間繰入金支出 23,733 22,283 1,450

その他の活動による支出 60 80 △ 20

差入保証金支出 60 80 △ 20

274,295 291,045 △ 16,750

8,354 40,866 △ 32,512

予備費 (10) 10,000 46,407 △ 36,407

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 10,000 △ 10,255 255

前期末支払資金残高 (12) 30,503 30,758 △ 255

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 20,503 20,503 0

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

その他の活動収入計 (7)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
　
出

その他の活動支出計 (8)
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

費収入 41,701 42,001 △ 300

費収入 40,793 41,051 △ 258

用 費収入 908 950 △ 42

金収入 5,514 4,075 1,439

費 金収入 5,514 4,075 1,439

費 金収入 417,750 399,117 18,633

区 金収入 364,456 343,659 20,797

金 分金収入 50,240 52,658 △ 2,418

その他の 金収入 3,054 2,800 254

金収入 384,387 382,486 1,901

区 金収入 384,387 382,486 1,901

事業収入 37,083 52,740 △ 15,657

用 収入 19,279 23,811 △ 4,532

収入 140 129 11

金収入 17,664 16,380 1,284

手 収入 0 12,420 △ 12,420
自動 事業の収 事業区分 替えに
よる

金収入 702 704 △ 2

金収入 702 704 △ 2

当金収入 810 910 △ 100

金積立金 当金収入 810 910 △ 100

その他の収入 535 615 △ 80

入 費収入 138 92 46

保 金収入 1 2 △ 1

収入 396 521 △ 125

888,482 882,648 5,834

人 費支出 674,133 613,436 60,697

職 給 支出 282,452 288,978 △ 6,526

職 支出 89,040 88,926 114

職 給 支出 178,608 145,246 33,362
改 に 支給 によ

る

退職給付支出 41,022 12,000 29,022 年退職 による

法 福 費支出 83,011 78,286 4,725

事業費支出 107,130 116,011 △ 8,881

金支出 4,035 4,116 △ 81

費 費支出 1,129 1,283 △ 154

備 費支出 7,475 7,723 △ 248

費支出 2,646 2,163 483

費支出 3,846 3,634 212

費支出 327 1,084 △ 757

運 費支出 9,165 10,036 △ 871

費支出 820 842 △ 22

費支出 4,511 6,782 △ 2,271 改 完了による

業 費支出 5,515 8,525 △ 3,010
ー ー 改 ,地区サ ー ー

活動 完了による

手 支出 1,193 676 517

保 支出 10,581 9,372 1,209

支出 297 436 △ 139

援 費支出 8,600 10,309 △ 1,709

費支出 5,068 5,379 △ 311

援 費支出 850 850 0

支
 
出

事業活動収入計 (1)

年度　地域福祉 事業拠点区分 資金収支予算

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
 
入
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

地区 活動費支出 22,362 23,562 △ 1,200

活動費支出 18,709 19,234 △ 525

支出 1 5 △ 4

事 費支出 95,259 109,182 △ 13,923

福 生費支出 3,251 3,040 211

費 費支出 3,692 3,738 △ 46

費支出 475 475 0

事 費支出 4,556 10,966 △ 6,410
ー ー保証 による 入替え

完了による

費支出 4,263 4,870 △ 607

費支出 3,417 4,442 △ 1,025 費事業費計 による

費支出 226 225 1

費支出 753 863 △ 110

運 費支出 9,288 8,243 1,045

費支出 97 118 △ 21

費支出 301 294 7

業 費支出 17,843 26,911 △ 9,068
ー ー保証 による 入替え

完了による

手 支出 4,976 4,485 491

保 支出 2,699 2,905 △ 206

支出 5,937 4,768 1,169
の 入替えに伴う 費増,事
ース替え による

地 支出 17,442 17,421 21

支出 9,227 3,619 5,608 費 区分 による

保 支出 3,553 7,484 △ 3,931
ー ー保証 による 入替え

に伴う保 払 完了による

費支出 1,446 1,892 △ 446

費支出 590 589 1

金支出 1,166 1,753 △ 587

支出 61 81 △ 20

金支出 38,921 39,371 △ 450

地域支え 活動 金支出 20,822 21,772 △ 950

福祉活動 金支出 18,099 17,599 500

915,443 878,000 37,443

△ 26,961 4,648 △ 31,609

0 0 0

資産 支出 412 25,671 △ 25,259

備 支出 262 25,595 △ 25,333
ー ー保証 による 入替え

完了による

支出 150 76 74

412 25,671 △ 25,259

△ 412 △ 25,671 25,259

積立資産 収入 62,540 74,616 △ 12,076

福祉 金積立資産 収入 1,103 735 368

事業運営積立資産 収入 32,265 27,149 5,116

地域支え 積立資産 収入 3,759 0 3,759 地域福祉事業の 費 による

電算運用積立資産 収入 0 43,755 △ 43,755
ー ー保証 による 入替え

完了による

退職給付引当資産 収入 25,413 2,977 22,436 退職 の退職金支払 による

事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

収 事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

拠点区分間繰入金収入 41,230 46,561 △ 5,331

生活自立支援事業拠点区分間繰入金収入 31,725 46,561 △ 14,836

事業拠点区分間繰入金収入 9,505 0 9,505

サービス区分間繰入金収入 122,617 148,173 △ 25,556

法人運営事業サービス区分間繰入金収入 36,024 84,057 △ 48,033

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

備

に
よ
る

収
支

収
支

備 収入計 (4)

備 支出計 (5)

備 資金収支差額 (6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
 
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

地域福祉事業サービス区分間繰入金収入 86,593 64,116 22,477

236,641 269,350 △ 32,709

積立資産積立支出 85,144 72,973 12,171

事業運営積立資産積立支出 59,601 47,973 11,628 収支差額分の積立による

電算運用積立資産積立支出 0 25,000 △ 25,000
シルバー資金融資積立金より組替え完了
による

退職給付引当資産積立支出 25,543 0 25,543
退職手当支給規程の改正に伴う退職給付
引当金の積立分による

拠点区分間繰入金支出 1,447 735 712

生活自立支援事業拠点区分間繰入金支出 1,447 735 712

サービス区分間繰入金支出 122,617 148,173 △ 25,556

法人運営事業サービス区分間繰入金支出 108,086 119,075 △ 10,989

地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 14,531 29,098 △ 14,567

その他の活動による支出 60 80 △ 20

差入保証金支出 60 80 △ 20

209,268 221,961 △ 12,693

27,373 47,389 △ 20,016

予備費 (10) 10,000 36,621 △ 26,621

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 10,000 △ 10,255 255

前期末支払資金残高 (12) 30,503 30,758 △ 255

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 20,503 20,503 0

その他の活動収入計 (7)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
　
出

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)
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法人運営事業サービス区分

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

会費収入 6,601 12,653 △ 6,052

会費収入 6,601 12,653 △ 6,052 当 による

金収入 50 0 50

経 経費 金収入 50 0 50

経 経費補 金収入 75,095 73,513 1,582

区補 金収入 69,891 67,143 2,748

金 分金収入 2,450 4,370 △ 1,920

その他の補 金収入 2,754 2,000 754

事業収入 0 12,549 △ 12,549

収入 0 129 △ 129

手 収入 0 12,420 △ 12,420
自動 事業の収益事業区分切替えに
よる

取利 当金収入 810 910 △ 100

基金積立金等 取利 当金収入 810 910 △ 100

その他の収入 148 107 41

入 費収入 138 92 46

収入 10 15 △ 5

82,704 99,732 △ 17,028

人 費支出 153,970 105,328 48,642

職 給 支出 64,660 55,271 9,389

職 支出 20,643 17,990 2,653

職 給 支出 12,346 7,574 4,772
改 に 支給 によ

る

退職給付支出 41,022 12,000 29,022 定年退職者による

法定福利費支出 15,299 12,493 2,806

事業費支出 3,730 7,544 △ 3,814

諸謝金支出 0 50 △ 50

器具備品費支出 85 72 13

運 費支出 266 214 52

会 費支出 0 4 △ 4

費支出 1,879 3,947 △ 2,068 改 完了による

業 費支出 1,500 3,240 △ 1,740 ー ー 改 完了による

支出 0 17 △ 17

事 費支出 24,581 46,451 △ 21,870

福利 生費支出 572 389 183

費 費支出 1,051 1,055 △ 4

費支出 395 395 0

事 品費支出 1,688 7,104 △ 5,416
メーカー保証切れによるパソコン入替え
完了による

費支出 2,108 2,216 △ 108

費支出 768 812 △ 44

費支出 68 46 22

費支出 188 446 △ 258

運 費支出 1,389 1,417 △ 28

会 費支出 37 54 △ 17

業 費支出 11,181 21,529 △ 10,348
メーカー保証切れによるパソコン入替え
完了による

手 支出 388 327 61

保 支出 1,788 2,119 △ 331

支出 1,093 886 207

支出 17 1,326 △ 1,309
自動 事業の収益事業区分切替えに
よる

保 支出 423 3,981 △ 3,558
メーカー保証切れによるパソコン入替え
に伴う保 払い完了による

(1)

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

事業活動収入計 (1)

支
　
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

渉外費支出 405 737 △ 332

諸会費支出 510 510 0

謝礼金支出 512 1,102 △ 590

182,281 159,323 22,958

△ 99,577 △ 59,591 △ 39,986

0 0 0

固定資産取得支出 262 25,309 △ 25,047

器具及び備品取得支出 262 25,309 △ 25,047
メーカー保証切れによるパソコン入替え
完了による

262 25,309 △ 25,047

△ 262 △ 25,309 25,047

積立資産取崩収入 62,540 74,616 △ 12,076

子ども福祉基金積立資産取崩収入 1,103 735 368

事業運営積立資産取崩収入 32,265 27,149 5,116

地域支えあい積立資産取崩収入 3,759 0 3,759 地域福祉事業の経費補填による

電算運用積立資産取崩収入 0 43,755 △ 43,755
メーカー保証切れによるパソコン入替え
完了による

退職給付引当資産取崩収入 25,413 2,977 22,436 退職者の退職金支払いによる

事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

収益事業区分間繰入金収入 10,254 0 10,254

拠点区分間繰入金収入 41,230 46,561 △ 5,331

生活自立支援事業拠点区分間繰入金収入 31,725 46,561 △ 14,836

権利擁護事業拠点区分間繰入金収入 9,505 0 9,505

サービス区分間繰入金収入 108,086 121,568 △ 13,482

法人運営事業サービス区分間繰入金収入 21,493 77,910 △ 56,417

地域福祉事業サービス区分間繰入金収入 86,593 43,658 42,935

222,110 242,745 △ 20,635

積立資産積立支出 85,144 72,973 12,171

事業運営積立資産積立支出 59,601 47,973 11,628 収支差額分の積立による

電算運用積立資産積立支出 0 25,000 △ 25,000
シルバー資金融資積立金より組替え完了
による

退職給付引当資産積立支出 25,543 0 25,543
退職手当支給規程の改正に伴う退職給付
引当金の積立分による

拠点区分間繰入金支出 1,103 735 368

生活自立支援事業拠点区分間繰入金支出 1,103 735 368

サービス区分間繰入金支出 36,024 84,057 △ 48,033

法人運営事業サービス区分間繰入金支出 21,493 77,910 △ 56,417

地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 14,531 6,147 8,384

その他の活動による支出 0 80 △ 80

差入保証金支出 0 80 △ 80

122,271 157,845 △ 35,574

99,839 84,900 14,939

予備費 (10) 10,000 10,000 0

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 10,000 △ 10,000 0

前期末支払資金残高 (12) 10,000 10,000 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 0 0

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

事
業
活
動
に
よ
る
収

支

支
出

事業活動支出計 (2)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

施
設
整
備
等
に

よ
る
収
支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

その他の活動収入計 (7)

支
　
出

その他の活動支出計 (8)
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地域福祉事業サービス区分

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

会費収入 35,100 29,348 5,752

会費収入 34,192 28,398 5,794 当 による

会 会費収入 908 950 △ 42

金収入 5,464 4,075 1,389

経 経費 金収入 5,464 4,075 1,389 当 による

経 経費 助金収入 342,655 325,604 17,051

区 助金収入 294,565 276,516 18,049

金 分金収入 47,790 48,288 △ 498

その他の 助金収入 300 800 △ 500

託金収入 384,387 382,486 1,901

区 託金収入 384,387 382,486 1,901

事業収入 37,083 40,191 △ 3,108

料収入 19,279 23,811 △ 4,532

広 料収入 140 0 140

金収入 17,664 16,380 1,284

金収入 702 704 △ 2

金収入 702 704 △ 2

その他の収入 387 508 △ 121

取保険金収入 1 2 △ 1

雑収入 386 506 △ 120

805,778 782,916 22,862

人 費支出 520,163 508,108 12,055

料支出 217,792 233,707 △ 15,915

支出 68,397 70,936 △ 2,539

支出 166,262 137,672 28,590
に対 し 支 によ

る

法定福 費支出 67,712 65,793 1,919

事業費支出 103,400 108,467 △ 5,067

諸謝金支出 4,035 4,066 △ 31

旅費交通費支出 1,129 1,283 △ 154

消耗器具備品費支出 7,390 7,651 △ 261

印刷製本費支出 2,646 2,163 483

水道光熱費支出 3,846 3,634 212

修繕費支出 327 1,084 △ 757

通信運搬費支出 8,899 9,822 △ 923

会議費支出 820 838 △ 18

広報費支出 2,632 2,835 △ 203

業務委託費支出 4,015 5,285 △ 1,270
地区サ ー ー活動 の 物品 成

による

手数料支出 1,193 676 517

保険料支出 10,581 9,372 1,209

賃借料支出 297 419 △ 122

援 費支出 8,600 10,309 △ 1,709

料費支出 5,068 5,379 △ 311

援 費支出 850 850 0

地区 活動費支出 22,362 23,562 △ 1,200

会 活動費支出 18,709 19,234 △ 525

雑支出 1 5 △ 4

事務費支出 70,678 62,731 7,947

福 生費支出 2,679 2,651 28

(2)

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

事業活動収入計 (1)

支
　
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

旅費交通費支出 2,641 2,683 △ 42

研修研究費支出 80 80 0

事務消耗品費支出 2,868 3,862 △ 994

印刷製本費支出 2,155 2,654 △ 499

水道光熱費支出 2,649 3,630 △ 981

燃料費支出 158 179 △ 21

修繕費支出 565 417 148

通信運搬費支出 7,899 6,826 1,073

会議費支出 60 64 △ 4

広報費支出 301 294 7

業務委託費支出 6,662 5,382 1,280 玉川地域事務所移転による

手数料支出 4,588 4,158 430

保険料支出 911 786 125

賃借料支出 4,844 3,882 962
喫茶のレジ入替えに伴う経費増,事務機
器リース替えなどによる

土地・建物賃借料支出 17,442 17,421 21

租税公課支出 9,210 2,293 6,917 消費税対象区分見直しによる

保守料支出 3,130 3,503 △ 373

渉外費支出 1,041 1,155 △ 114

諸会費支出 80 79 1

謝礼金支出 654 651 3

雑支出 61 81 △ 20

助成金支出 38,921 39,371 △ 450

地域支えあい活動助成金支出 20,822 21,772 △ 950

福祉活動団体助成金支出 18,099 17,599 500

733,162 718,677 14,485

72,616 64,239 8,377

0 0 0

固定資産取得支出 150 362 △ 212

器具及び備品取得支出 0 286 △ 286

ソフトウェア取得支出 150 76 74

150 362 △ 212

△ 150 △ 362 212

サービス区分間繰入金収入 14,531 26,605 △ 12,074

法人運営事業サービス区分間繰入金収入 14,531 6,147 8,384

地域福祉事業サービス区分間繰入金収入 0 20,458 △ 20,458

14,531 26,605 △ 12,074

拠点区分間繰入金支出 344 0 344

生活自立支援事業拠点区分間繰入金支出 344 0 344

サービス区分間繰入金支出 86,593 64,116 22,477

法人運営事業サービス区分間繰入金支出 86,593 41,165 45,428

地域福祉事業サービス区分間繰入金支出 0 22,951 △ 22,951

その他の活動による支出 60 0 60

差入保証金支出 60 0 60

86,997 64,116 22,881

△ 72,466 △ 37,511 △ 34,955

予備費 (10) 0 26,621 △ 26,621

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 △ 255 255

前期末支払資金残高 (12) 20,503 20,758 △ 255

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 20,503 20,503 0

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
　
出

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

施
設
整
備
等
に

よ
る
収
支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

会費収入 222 392 △ 170

会費収入 222 392 △ 170

金収入 311 379 △ 68

費 金収入 311 379 △ 68

費 助金収入 10,837 11,059 △ 222

区 助金収入 10,637 10,659 △ 22

金 分金収入 200 400 △ 200

金収入 162,801 138,607 24,194

区 金収入 142,593 118,520 24,073 自立相談支援 の による

金収入 20,208 20,087 121

貸付事業収入 1,190 1,090 100

金収入 1,190 1,090 100

事業収入 6 6 0

料収入 6 6 0

175,367 151,533 23,834

費支出 95,603 84,228 11,375

給料支出 40,110 32,156 7,954

支出 13,043 10,142 2,901

給 支出 29,626 30,997 △ 1,371

福 費支出 12,824 10,933 1,891

事業費支出 17,317 9,419 7,898

諸 金支出 6,535 2,635 3,900
備支援の の生活支援
による( 事業)

費 費支出 2,886 2,880 6

消 備 費支出 1,795 635 1,160 備支援用 等 入による

運 費支出 229 161 68

会 費支出 179 178 1

費支出 0 585 △ 585

業 費支出 1,717 100 1,617 備支援事業の による

料支出 187 179 8

保 料支出 535 150 385

料支出 2,194 855 1,339 シス の 入による

料費支出 864 853 11

援 費支出 196 208 △ 12

事 費支出 29,899 25,314 4,585

福 生費支出 493 535 △ 42

費 費支出 1,262 375 887

事 消 費支出 1,269 614 655

費支出 912 590 322

費支出 960 1,005 △ 45

料費支出 28 23 5

修 費支出 74 185 △ 111

運 費支出 3,073 2,611 462

費支出 0 260 △ 260

業 費支出 1,297 1,864 △ 567

料支出 2,692 2,666 26

保 料支出 35 35 0

料支出 1,045 657 388

地 料支出 12,919 13,397 △ 478

年度　生活自立支援事業拠点区分 資金収支予算

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入

事業活動収入計 (1)

支
　
出
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

租税公課支出 3,497 1 3,496 消費税対象区分見直しによる

保守料支出 335 490 △ 155

諸会費支出 8 6 2

貸付事業支出 1,410 1,480 △ 70

貸付金支出 1,410 1,480 △ 70

助成金支出 1,080 720 360

修学費用給付金支出 1,080 720 360

145,309 121,161 24,148

30,058 30,372 △ 314

0 0 0

0 0 0

0 0 0

積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020

シルバー資金融資積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020
契約者減により電算運用積立金に組替え
完了による(臨時)

拠点区分間繰入金収入 1,447 735 712

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金収入 1,447 735 712

サービス区分間繰入金収入 64 0 64

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入収入 64 0 64

1,731 25,975 △ 24,244

拠点区分間繰入金支出 31,725 46,561 △ 14,836

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 31,725 46,561 △ 14,836

サービス区分間繰入金支出 64 0 64

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入金支出 64 0 64

31,789 46,561 △ 14,772

△ 30,058 △ 20,586 △ 9,472

予備費 (10) 0 9,786 △ 9,786

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高 (12) 0 0 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 0 0

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

事業活動支出計 (2)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)
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生活困窮者自立相談支援事業サービス区分

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

費収入 0 10 △ 10

費収入 0 10 △ 10

金収入 311 379 △ 68

費 金収入 311 379 △ 68

費 助金収入 8,115 8,338 △ 223

区 助金収入 7,915 7,938 △ 23

金 分金収入 200 400 △ 200

金収入 162,801 138,607 24,194

区 金収入 142,593 118,520 24,073 自立相談支援 の による

金収入 20,208 20,087 121

171,227 147,334 23,893

費支出 92,537 81,507 11,030

給 支出 40,110 32,156 7,954 事業 に 増による

支出 13,043 10,142 2,901 事業 に 増による

給 支出 26,968 28,625 △ 1,657

福 費支出 12,416 10,584 1,832

事業費支出 17,139 9,230 7,909

金支出 6,535 2,635 3,900
備支援の の生活支援

ー による( 事業)

費 費支出 2,886 2,880 6

備 費支出 1,795 635 1,160 備支援用 等 入による

費支出 227 159 68

費支出 179 178 1

費支出 0 585 △ 585

業 費支出 1,717 100 1,617 備支援事業の による

支出 187 179 8

支出 535 150 385

支出 2,154 816 1,338 ス の 入による

費支出 864 853 11

援 費支出 60 60 0

事 費支出 29,849 25,265 4,584

福 生費支出 464 507 △ 43

費支出 0 0 0

費 費支出 1,259 372 887

事 費支出 1,269 614 655

費支出 912 590 322

費支出 960 1,005 △ 45

費支出 28 23 5

修 費支出 74 185 △ 111

費支出 3,057 2,597 460

費支出 0 260 △ 260

業 費支出 1,297 1,864 △ 567

支出 2,690 2,662 28

支出 35 35 0

支出 1,045 657 388

地 支出 12,919 13,397 △ 478

支出 3,497 1 3,496 費 区分 による

支出 335 490 △ 155

費支出 8 6 2

事業活動収入計 (1)

支
　
出

(1)

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

助成金支出 1,080 720 360

修学費用給付金支出 1,080 720 360

140,605 116,722 23,883

30,622 30,612 10

0 0 0

0 0 0

0 0 0

拠点区分間繰入金収入 1,103 735 368

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金収入 1,103 735 368

サービス区分間繰入金収入 64 0 64

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入収入 64 0 64

1,167 735 432

拠点区分間繰入金支出 31,725 21,561 10,164

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 31,725 21,561 10,164

サービス区分間繰入金支出 64 0 64

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分間繰入金支出 64 0 64

31,789 21,561 10,228

△ 30,622 △ 20,826 △ 9,796

予備費 (10) 0 9,786 △ 9,786

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高 (12) 0 0 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 0 0

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る

収
支

収
入

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)

事
業
活
動
に
よ

る
収
支

支
出

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

事業活動支出計 (2)
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貸付金等事業サービス区分 （単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

会費収入 222 382 △ 160

社協会費収入 222 382 △ 160

経常経費補助金収入 2,722 2,721 1

区補助金収入 2,722 2,721 1

貸付事業収入 1,190 1,090 100

償還金収入 1,190 1,090 100

事業収入 6 6 0

手数料収入 6 6 0

4,140 4,199 △ 59

人件費支出 3,066 2,721 345

非常勤職員給与支出 2,658 2,372 286

法定福利費支出 408 349 59

事業費支出 178 189 △ 11

通信運搬費支出 2 2 0

賃借料支出 40 39 1

緊急援護費支出 136 148 △ 12

事務費支出 50 49 1

福利厚生費支出 29 28 1

旅費交通費支出 3 3 0

通信運搬費支出 16 14 2

手数料支出 2 4 △ 2

貸付事業支出 1,410 1,480 △ 70

貸付金支出 1,410 1,480 △ 70

4,704 4,439 265

△ 564 △ 240 △ 324

0 0 0

0 0 0

0 0 0

積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020

シルバー資金融資積立資産取崩収入 220 25,240 △ 25,020
契約者減により電算運用積立金に組替え
完了による(臨時)

拠点区分間繰入金収入 344 0 344

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金収入 344 0 344

564 25,240 △ 24,676

拠点区分間繰入金支出 0 25,000 △ 25,000

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 0 25,000 △ 25,000

0 25,000 △ 25,000

564 240 324

予備費 (10) 0 0 0

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高 (12) 0 0 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 0 0

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る

収
支

収
入

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

施
設
整
備
等
に

よ
る
収
支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

支
　
出

事業活動収入計 (1)

(2)

科　目

収
　
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支
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成年後見推進事業サービス区分

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

費収入 0 11 △ 11

費収入 0 11 △ 11

金収入 625 796 △ 171

経 経費 金収入 625 796 △ 171

経 経費補助金収入 26,997 23,138 3,859

区補助金収入 26,363 22,209 4,154

金 分金収入 634 929 △ 295

金収入 75,390 65,835 9,555

区 金収入 60,669 50,902 9,767

金収入 14,721 14,933 △ 212

貸付事業収入 0 240 △ 240

金収入 0 240 △ 240

事業収入 46,741 38,637 8,104

利 料収入 46,521 38,421 8,100 人後見 数の増による

資料 等 収入 220 216 4

金収入 120 140 △ 20

金収入 120 140 △ 20

149,873 128,797 21,076

人 費支出 132,254 109,530 22,724

料支出 36,863 36,924 △ 61

支出 11,436 11,352 84

支出 66,940 47,390 19,550
に対 し 支 に

よる

定福利費支出 17,015 13,864 3,151

事業費支出 11,868 13,108 △ 1,240

謝金支出 6,816 6,416 400

費 費支出 88 118 △ 30

消 器具備品費支出 151 161 △ 10

費支出 12 1,923 △ 1,911 の ート 成 了による

費支出 5 0 5

費支出 1,066 1,096 △ 30

費支出 51 39 12

報費支出 249 267 △ 18

業 費支出 1,254 960 294

手数料支出 235 201 34

保 料支出 1,688 1,671 17

賃借料支出 205 208 △ 3

後見人活動費支出 48 48 0

事 費支出 15,702 18,732 △ 3,030

福利 費支出 721 631 90

費 費支出 810 910 △ 100

費支出 20 30 △ 10

事 消 品費支出 1,096 1,362 △ 266

費支出 427 426 1

費支出 920 1,047 △ 127

料費支出 0 19 △ 19

費支出 128 113 15

費支出 828 763 65

費支出 1 1 0

業 費支出 2,914 1,106 1,808 る システム による

支
　
出

事業活動収入計 (1)

年度　権利擁護事業拠点区分 資金収支予算

(1)

科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
　
入
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当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明科　目

手数料支出 1,185 1,022 163

賃借料支出 2,112 1,051 1,061
相談システム導入,プリンター入替えに
よる

租税公課支出 2,645 7,168 △ 4,523 消費税対象区分見直しによる

保守料支出 1,700 1,826 △ 126

謝礼金支出 195 1,257 △ 1,062 推進スタッフの終了による

貸付事業支出 120 240 △ 120

貸付金支出 120 240 △ 120

助成金支出 770 1,250 △ 480

福祉活動団体助成金支出 50 50 0

区民後見人活動報酬助成金支出 720 1,200 △ 480

160,714 142,860 17,854

△ 10,841 △ 14,063 3,222

0 0 0

固定資産取得支出 198 0 198

器具及び備品取得支出 88 0 88

ソフトウェア取得支出 110 0 110

198 0 198

△ 198 0 △ 198

積立資産取崩収入 20,544 14,303 6,241

権利擁護推進基金積立資産取崩収入 20,544 14,303 6,241 権利擁護事業の経費補填による

サービス区分間繰入金収入 23,733 22,283 1,450

成年後見推進事業サービス区分間繰入金収入 23,733 22,283 1,450

44,277 36,586 7,691

積立資産積立支出 0 240 △ 240

権利擁護推進基金積立資産積立支出 0 240 △ 240

拠点区分間繰入金支出 9,505 0 9,505

地域福祉推進事業拠点区分間繰入金支出 9,505 0 9,505

サービス区分間繰入金支出 23,733 22,283 1,450

成年後見推進事業サービス区分間繰入金支出 23,733 22,283 1,450

33,238 22,523 10,715

11,039 14,063 △ 3,024

予備費 (10) 0 0 0

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高 (12) 0 0 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 0 0

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収

支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

その他の活動収入計 (7)

支
出

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

事業活動支出計 (2)
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（単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

事業収入 12,355 － 12,355

販売手数料収入 12,355 － 12,355

12,355 － 12,355

人件費支出 1,655 － 1,655

非常勤職員給与支出 1,423 － 1,423

法定福利費支出 232 － 232

事務費支出 446 － 446

事務消耗品費支出 28 － 28

印刷製本費支出 10 － 10

水道光熱費支出 21 － 21

修繕費支出 2 － 2

通信運搬費支出 26 － 26

業務委託費支出 19 － 19

手数料支出 19 － 19

賃借料支出 11 － 11

租税公課支出 302 － 302

保守料支出 8 － 8

2,101 － 2,101

10,254 － 10,254

0 － 0

0 － 0

0 － 0
収
入 0 － 0

事業区分間繰入金支出 10,254 － 10,254

社会福祉事業区分間繰入金支出 10,254 － 10,254

10,254 － 10,254

△ 10,254 － △ 10,254

予備費 (10) 0 － 0

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 － 0

前期末支払資金残高 (12) 0 － 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 － 0

令和２年度　収益事業区分 資金収支予算総括表

科　目

収
　
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計 (1)

支
　
出

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

施
設
整
備
等
に

よ
る
収
支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ

る
収
支

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)
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自動販売機設置事業サービス区分 （単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 増減額 説　明

事業収入 12,355 － 12,355

販売手数料収入 12,355 － 12,355

12,355 － 12,355

人件費支出 1,655 － 1,655

非常勤職員給与支出 1,423 － 1,423

法定福利費支出 232 － 232

事務費支出 446 － 446

事務消耗品費支出 28 － 28

印刷製本費支出 10 － 10

水道光熱費支出 21 － 21

修繕費支出 2 － 2

通信運搬費支出 26 － 26

業務委託費支出 19 － 19

手数料支出 19 － 19

賃借料支出 11 － 11

租税公課支出 302 － 302

保守料支出 8 － 8

2,101 － 2,101

10,254 － 10,254

0 － 0

0 － 0

0 － 0
収
入 0 － 0

事業区分間繰入金支出 10,254 － 10,254

社会福祉事業区分間繰入金支出 10,254 － 10,254

10,254 － 10,254

△ 10,254 － △ 10,254

予備費 (10) 0 － 0

当期資金収支差額 (11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 － 0

前期末支払資金残高 (12) 0 － 0

当期末支払資金残高 (13)=(11)+(12) 0 － 0

令和２年度　自動販売機設置事業拠点区分 資金収支予算総括表

(1)

科　目

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計 (1)

支
出

事業活動支出計 (2)

事業活動資金収支差額 (3)=(1)-(2)

施
設
整
備
等
に

よ
る
収
支

収
支

施設整備等収入計 (4)

施設整備等支出計 (5)

施設整備等資金収支差額 (6)=(4)-(5)

そ
の
他
の
活
動
に
よ

る
収
支

その他の活動収入計 (7)

支
出

その他の活動支出計 (8)

その他の活動資金収支差額 (9)=(7)-(8)
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